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本研究においては, 1966 (昭和41) 年度当初の一般
会計予算から1998 (平成10) 年度の一般会計予算まで
を分析領域とし, 各年度の一般会計総額と教育費を概
観する｡ なお, 予算額等については, 概数としその単
位は億円とする｡
1966 (昭和41) 年度の一般会計予算額は412億円,
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1998 (平成10) 年度一般会計予算は, 9,788億円とな
り, 1996年度一般会計予算額と比べると, 1.1倍,
1998 (平成10) 年度教育費は, 2,313億円で, 1.0倍と













持している｡ しかしながら, 1970 (昭和45) 年度や
1974 (昭和49) 年度の知事選挙実施年度前後の教育費
増減の尋常でない動向は注目に値する｡ それは, 歳出
総計の教育費割合の増減を見ると, 1966 (昭和41) 年
度においては1.5％, 1967 (昭和42) 年は1.4％,
1968 (昭和43) 年は1.4％, 1969 (昭和44) 年は1.1
％, 知事選挙の年1970 (昭和45) 年は0.5％, 1971
(昭和46) 年は1.8％, 1972 (昭和47) 年は1.8％,
1973 (昭和48) 年は0.1％, 知事選挙の1974 (昭和49)





している｡ 1971 (昭和46) 年は, 教育費の割合が1.8




1976 (昭和51) 年から10年後の1986 (昭和61) 年度
には, 教育費の割合は30.0％となり教育費の割合の増
減は7.6％減少している｡ しかし, それでも1966 (昭
和41) 年からのこの20年間は, 教育費の割合が30％台
維持されている｡ 1976 (昭和51) 年からの10年間の２
回の知事選挙を見てみると, 1978 (昭和53) 年度の教
育費は, 36.1％で, 前年度の35.5％, 翌年度の32.5％





1986 (昭和61) 年度から10年後の1996 (平成８) 年
度は, 25.5％で, 4.5％減少している｡ そしてこの10
年間は, 教育費の割合が20％台となっている｡ この間,
1986 (昭和61) 年, 1990 (平成２) 年, 1994 (平成６)
年の３回知事選挙が行なわれている｡ 1986 (昭和61)
年度, 1990 (平成２) 年度の知事選挙については, 特
に特別な現象は見られない｡ しかしながら, 1994 (平
成６) 年度知事選挙においては, 教育費の割合増減は,
前年度に比べ, 0.9％増加している｡ 翌年度は0.8％減



























































































































































































育費の割合が, ｢谷｣ ｢山｣ が連なりながら教育費の割





象を示すのは, 1970 (昭和45) 年度, 1978 (昭和53)





































































































































































































表１ 1966 (昭和41) 年から1998 (平成10) 年度までの当初一般会計予算額に対する教育費の割合
会計年度 1966 (昭41) 1967 (昭42) 1968 (昭43) 1969 (昭44) 1970 (昭45) 1971 (昭46) 1972 (昭47) 1973 (昭48)
教育費割合 (％) 37.9 36.5 35.1 34 33.5 31.7 29.9 30
会計年度 1974 (昭49) 1975 (昭50) 1976 (昭51) 1977 (昭52) 1978 (昭53) 1979 (昭54) 1980 (昭55) 1981 (昭56)
教育費割合 (％) 35.4 36.2 37.6 35.5 36.1 32.5 34 33.8
会計年度 1982 (昭57) 1983 (昭58) 1984 (昭59) 1985 (昭60) 1986 (昭61) 1987 (昭62) 1988 (昭63) 1989 (平１)
教育費割合 (％) 33.9 31.6 32 31.6 30 29.2 28.9 28.4
会計年度 1990 (平２) 1991 (平３) 1992 (平４) 1993 (平５) 1994 (平６) 1995 (平７) 1996 (平８) 1997 (平９)
教育費割合 (％) 27.5 27 26 24.2 25.1 24.3 25.5 26.3
会計年度 1998 (平10)
教育費割合 (％) 23.6
*年度の 19… 表記は, 知事選挙実施年度
表２ 教育費割合の増減率
会計年度 1966 (昭41) 1967 (昭42) 1968 (昭43) 1969 (昭44) 1970 (昭45) 1971 (昭46) 1972 (昭47) 1973 (昭48)
増減率 (前年度比) 1.5 1.4 1.4 1.1 0.5 1.8 1.8
会計年度 1974 (昭49) 1975 (昭50) 1976 (昭51) 1977 (昭52) 1978 (昭53) 1979 (昭54) 1980 (昭55) 1981 (昭56)
増減率 (前年度比) 5.4 0.8 1.4 2.1 0.6 3.6 1.5 
会計年度 1982 (昭57) 1983 (昭58) 1984 (昭59) 1985 (昭60) 1986 (昭61) 1987 (昭62) 1988 (昭63) 1989 (平１)
増減率 (前年度比) 0.1 2.3 0.4 0.4 1.6 0.8 0.3 
会計年度 1982 (昭57) 1983 (昭58) 1984 (昭59) 1985 (昭60) 1986 (昭61) 1987 (昭62) 1988 (昭63) 1989 (平１)
増減率 (前年度比) 0.1 2.3 0.4 0.4 1.6 0.8 0.3 
会計年度 1998 (平10)
増減率 (前年度比) 2.7
*年度の 19… 表記は, 知事選挙実施年度
会計年度 1990 (平２) 1991 (平３) 1992 (平４) 1993 (平５) 1994 (平６) 1995 (平７) 1996 (平８) 1997 (平９)
増減率 (前年度比) 0.9 0.5 1 1.8 0.9 0.8 1.2
年度であることを示している｡ また, 教育費の割合が,






年度, 1974 (昭和49) 年度, 1978 (昭和53) 年度,












密対策, 民生安定, 同和対策, 中小企業対策, 農林対




















1970 (昭和45) 年度における予算編成方針には, 蜷
川虎三知事は, ｢1970年代を迎えて難しい年と考えら
れる (財政状況報告における昭和45年６月付 蜷川虎



























































る｡ 以後, 蜷川が憲法運動を始め, そのスローガンを,
｢憲法を生かそう―地方自治とくらしを守るために｣
とし, 1968 (昭和43) 年10月末 ｢憲法を暮らしの中に
生かそう 京都府｣ と骨太の字で書いた大懸垂幕を府
庁の正面に掲げられた｡ この懸垂幕は, やがて蜷川民




1971 (昭和46) 年度における予算編成方針には, 前
年度と同じく象徴的なスローガン ｢憲法を暮らしの中
に生かし, 地方自治の進展を図り, 住民の暮らしを守
る (財政状況報告)｣ ことを重点とし編成したと, 蜷
川虎三知事は述べている｡ そして, 公害対策, 交通安

































２. 1974 (昭和49) 年度とその前後年度の予算編成方
針と教育費の概要
1973 (昭和48) 年度における予算編成方針には, 蜷
川虎三知事は, ｢物価高騰は生産資材から生活必需う
品に足るまで異常な状況で, インフレが加速度的に進
行している (財政状況報告)｣ との認識を示し, ｢京都
























たちの教育に力を入れている｣ とする｡ また, ｢少年
を豊かな自然中に連れ戻し, たくましい心身の持ち主





















































ろばた懇談会は, 通称 ｢ろばこん｣ といい, 憲法運
動を住民の中に広げる根となったもので, 対話集会と
異なり, 住民参加の ｢ふるさとの発展｣ を考える単位
であり, その単位からさまざまの学習団体など各種団
体や住民運動が生まれるといわれている｡ これは憲法
を ｢ふるさとづくり｣ と結び続ける運動である｡ (細





















金2,200万円, 理科教育, 産業教育, クラブ活動整備
甲南大學紀要 文学編 第168号 教育職員養成課程172
などの教育振興設備充実費１億4,600万円を計上する｡























込まれる｡ この際, 前年度予算比 (前年度予算額に対








したものが図５となる｡ 1970 (昭和45) 年度は, 概数































前年度増減額 (千円) 1,657,116 2,103,468 3,066,039 1,663,449 9,907,666 6,673,711 9,191,530 25,482,994 8,079,695 13,802,169













































































1970 (昭和45) 年度の予算編成方針には, 蜷川虎三
知事の知事選挙を意識し府政スローガンが掲げられて
いるのは, 前述したとおりである｡ そして ｢住民の暮
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図５ 前年度増減率 (％)
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